
各種の減免、免除制度

対象　世帯の主たる生計維持者の事業などの廃止または失業、死亡、感染症の症状が著しく重い場合

対象　世帯の主たる生計維持者の事業などの廃止または失業、死亡、感染症の症状が著しく重い場合。

対象　世帯の主たる生計維持者の事業収入などが、減少することが見込まれ、次の全ての条件を満た
す場合

対象　世帯の主たる生計維持者の事業収入などが、減少することが見込まれ、次の全ての条件を満た
す場合

※世帯の主たる生計維持者の事業などの廃止または失業の場合には、世帯の主たる生計維持者の前年
の合計所得金額にかかわらず、対象保険税・料額の全額を減免します。非自発的な失業により国民健
康保険に加入された人は、前年の給与所得を100分の30とみなす非自発的離職者軽減となります。

※世帯の主たる生計維持者の事業などの廃止または失業の場合には、世帯の主たる生計維持者の前
年の合計所得金額にかかわらず、対象保険料額の全額を免除します。

必要書類
　令和２年１月～申請月までの収入を証明する給与明細や帳簿など

◎減免額の計算方法
　対象保険料額×減免割合で計算します。

　減免割合

必要書類
　平成31年１月～申請月までの収入を証明する給与明細や事業収入などの分かる帳簿など

◎減免額の計算方法
　対象保険料額×減免割合で計算します。

　減免割合

◎減免対象になる納付期間
　減免の対象となる保険税・料は、令和元年度分および令和２年度分の保険税・料であって、令和２
年２月１日～令和３年３月31日までの間に納付期限が設定されているものなどです。

◎減免対象になる納付期間
　減免の対象となる保険料は、令和元年度分および令和２年度分の保険料であって、令和２年２月１
日～令和３年３月31日までの間に納付期限が設定されているものなどです。

■ 国民健康保険税・後期高齢者医療保険料の免除

■ 介護保険料の免除

■ 国民健康保険税・後期高齢者医療保険料の減免

■ 介護保険料の減免

市民の皆さんの困りごと・悩みの相談窓口と支援

➀
事業収入、不動産収入、山林収入、給与収入のいずれかの減少額が前年に比べての当該事
業収入などが30％以上減少する見込みである。
※保険金、損害賠償などによる補填額は除く。

➁ 前年の所得の合計額が1,000万円以下
③ 収入減少が見込まれる所得以外の所得の合計額が400万円以下

➀
事業収入、不動産収入、山林収入、給与収入のいずれかの減少額が前年の当該事業収入な
どの30％以上
※保険金、損害賠償などによる補填額は除く。

➁ 事業収入などに係る所得以外の前年の所得が400万円以下

世帯の主たる生計維持者の前年の合計所得金額 減額または免除の割合
300万円以下 全額

300万円を超え400万円以下 10分の８
400万円を超え550万円以下 10分の６
550万円を超え750万円以下 10分の４
750万円を超え1,000万円以下 10分の２

世帯の主たる生計維持者の前年の合計所得金額 減額または免除の割合
200万円以下 全額

200万円を超えるとき 10分の８

対象保険料額＝Ａ×Ｂ÷Ｃ
Ａ：世帯の被保険者全員について算定した保険税額
※後期高齢者医療保険料は、被保険者それぞれの保険料額。
Ｂ：世帯の主たる生計維持者の減少することが見込まれる事業収入などに係る前年の所得の合計額
Ｃ：被保険者の属する世帯の主たる生計維持者および世帯の被保険者全員の前年の所得の合計額

対象保険料額＝Ａ×Ｂ÷Ｃ
Ａ：当該第一号被保険者の保険料額
Ｂ：第一号被保険者の属する世帯の主たる生計維持者の減少することが見込まれる事業収入な
どに係る前年の所得額
※減少することが見込まれる事業収入などが２つ以上ある場合は、その合計額。
Ｃ：第一号被保険者の属する世帯の主たる生計維持者の前年の合計所得金額

収入の減少などによる、保険税・料の減免については、問い合わせてください。
問）国民健康保険税・後期高齢者医療保険料について…税務課市民税係（☎４３-７１２１）

収入の減少などによる、保険料の減免については、問い合わせてください。
問）介護保険料について…介護保険課介護福祉係（☎４０-０２２２）

10 1110 11広報ふちゅう７月臨時号　府中市新型コロナウイルス感染症対策ガイドブック


